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サマリー 

 

⚫ 経済産業省は、本年 6 月に「社外取締役向け研修・トレーニングの活用の８つのポイント」（以

下「８つのポイント」という）及び「社外取締役向けケーススタディ集」（以下「ケーススタデ

ィ集」という）を公表した。これは、コーポレート・ガバナンス・システム研究会（第３期）（以

下「CGS 研究会」という）の議論において、「研修コンテンツの充実化」が今後の検討課題と位

置づけられたことを踏まえての取組である。 

⚫ 近年、企業の社外取締役の人数は増加傾向にある中、コーポレートガバナンス改革を実質化して

いく上で、社外取締役の質の向上が鍵となる。研修やトレーニング（以下「研修等」という）は

それに寄与するものであり、社外取締役がその役割をより一層果たせるようになることを通じ

て、取締役会の機能発揮や独立性の向上につながるものと考えられる。 

⚫ 「８つのポイント」は、社外取締役向け研修等の活用についての理解を広げることを目的に作成

した。 

⚫ 具体的には、企業と社外取締役との間で、社外取締役として期待する役割について共有すること

の重要性や社外取締役の評価・フィードバックの必要性、研修等の活用方法等、企業関係者や社

外取締役が、研修等を有効に活用するためのポイントを整理している。企業関係者と社外取締役

が改めて研修等の活用について検討する契機としていただきたい。 

⚫ 「ケーススタディ集」は、社外取締役やその候補者向けの研修コンテンツの充実を図ることを目

的に作成した。また、ケーススタディを題材とする研修等での活用だけではなく、実際に取締役

会や各種委員会で課題等に直面したときに、社外取締役としてどう振る舞うかを考える際に参

照されることも想定している。 

⚫ 具体的には中期経営計画やガバナンス体制、指名・報酬等について、合計 12 の想定事例に関す

るケーススタディを掲載している。ケーススタディ集の内容は一例として示しているものであ

り、実際の取締役会や各種委員会等では、会社の状況や自身の役割に応じて考えるべきことは異

なってくるものと考えられる。ケーススタディ集の内容を参考にしつつ、自身の役割も踏まえな

がら、自身であればどう考え、どう行動するかについて考える機会としていただきたい。  
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